
第１ 消費者契約法に関する法律相談

【１】 不実告知による取消し

販売業者から、「タイヤの溝が大きくすり減っていて、このままでは

走ると危ない」と言われ、新しいタイヤを購入しましたが、そのよう

な事実がないことが判明しました。売買契約を解消して、代金の返還

を請求することはできませんか。私が個人事業者で配達のために利用

していた自動車のタイヤを購入した場合はどうでしょうか。

相談対応の

ポ イ ン ト

◇販売業者の行為は消費者契約法の不実告知に該当。

◇売買契約を取り消し、代金の返還請求が可能。

◇個人事業者の場合は、原則、消費者契約法の適用は

ない。

１ 不実告知による取消し

消費者契約法は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の

格差に鑑み、事業者の一定の行為により消費者が誤認し、又は困惑した場合

等は、契約の申込み又はその承諾の意思表示を取り消すことができることと

しています。

民法96条1項の詐欺取消しが認められるためには、販売業者の二重の故意

を立証することが必要ですが、販売業者の行為が不実告知（消費契約4①一）に

該当すれば、二重の故意を立証することなく、契約の申込み又は承諾の意思

表示を取り消すことができます。不実告知による取消しの要件は以下のとお

りです。

① 事業者の行為

消費者契約の締結について勧誘をするに際し、重要事項について事実と

異なることを告げること

② 消費者の誤認と意思表示

告げられた内容が事実であると誤認し、それによって、消費者契約の申

込み又は承諾の意思表示をすること
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不実告知による取消しが認められるためには、「重要事項」について不実告

知があったことが必要です。消費者契約法4条5項は、以下の事項を「重要事

項」と規定しています。なお、3号は平成28年6月3日改正（平成29年6月3日施

行）で新たに追加されました。

① 当該消費者契約の目的となるものの質、用途その他の内容であって、消

費者の当該消費者契約を締結するか否かについての判断に通常影響を及ぼ

すべきもの（消費契約4⑤一）

② 当該消費者契約の目的となるものの対価その他の取引条件であって、消

費者の当該消費者契約を締結するか否かについての判断に通常影響を及ぼ

すべきもの（消費契約4⑤二）

③ 当該消費者契約の目的となるものが当該消費者の生命、身体、財産その

他の重要な利益についての損害又は危険を回避するために通常必要である

と判断される事情（消費契約4⑤三）

本件相談において、販売業者は勧誘に際し、事実と異なり「タイヤの溝が

大きくすり減っていて、このままでは走ると危ない」と告げていますが、こ

れは生命・身体の危険を回避する必要性に関する事項について、事実と異な

ることを告げていることになります。したがって、重要事項（消費契約4⑤三）

について不実告知があったとして、売買契約の申込みの意思表示を取り消し

た上で売買代金の返還を請求することができます。

２ 消費者契約とは

不実告知による取消しが認められるためには、当該契約が「消費者契約」

であることが前提です。「消費者契約」とは、消費者と事業者との間で締結さ

れる契約をいい（消費契約2③）、「消費者」とは、個人とされていますが、その

うち「事業として又は事業のために契約の当事者となる場合」は除かれてい

ます（消費契約2①）。

本件相談の後段では、配達という「事業のために」契約をした場合ですの

で、タイヤの売買契約は「消費者契約」に該当しません。したがって、民法

上の詐欺取消しを検討することになります。
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第１ 事故直後から症状固定までの法律相談

【11】 賠償手続の流れ

先週事故に遭ってしまいました。この後、どうなっていくのか分か

らないので、賠償について全体の流れを知りたいです。注意点なども

あれば教えてください。改正民法で被害者に有利になるという報道を

見たのですが、本当でしょうか。

相談対応の

ポ イ ン ト

◇事故状況から過失割合を検討、損害額を費目ごとに

算定。

◇治療、症状固定、自賠責後遺障害等級認定を経て任

意保険会社と示談交渉。

◇自賠責保険に対する被害者請求権の消滅時効に要注

意。

◇改正民法の影響は全体としては被害者に有利。

１ 事故当事者のなすべき初動

交通事故に遭って怪我をした場合、できるだけ早く、①警察に通報し、②

医療機関を受診し、③自身の加入する任意保険会社に交通事故発生の連絡を

する必要があります。

２ 今後すべきこと

(1) 事故状況の把握

事故発生を警察に通報していれば、交通事故証明書、刑事記録を取得でき

ます。刑事記録の取得方法は、日弁連交通事故相談センター東京支部編『民

事交通事故訴訟 損害賠償額算定基準2018年版』（日弁連交通事故相談センター

東京支部、2018）（通称：「赤い本」）（上）付録「交通事故損害賠償請求における

立証資料」などに解説されています。

(2) 人的損害の把握

受傷した場合、受診した医療機関に対し、診断書、診療報酬明細書、後遺
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障害診断書の作成を求めます。被害者が加害者の任意保険会社にこれらを提

出済みの場合、電話をすればコピーをくれます。医師の診察を受けずに医療

機関以外（整骨院、鍼灸院、マッサージ、カイロプラクティック）に通うと、

治療の必要性を争われる可能性が高いため注意が必要です。

後遺障害が残った場合、自賠責後遺障害等級認定を申請し（詳細は【14】

参照）、その後、任意保険会社と示談交渉を行います。その際は損害額を費目

ごとに計算して算出します。また、事故状況から過失割合を検討しておくと

よいでしょう。

被害者請求権の時効期間は、平成22年4月1日以降に発生した事故なら、傷

害分は事故発生から、後遺障害分は症状固定から各3年です（自賠19・平20法57

附則16①）。

休業損害や逸失利益の算定には、源泉徴収票、課税証明書、確定申告書な

どを使いますので、被害者にあらかじめ用意してもらいましょう。事業所得

者なら申告外所得の有無、会社役員なら労務対価の報酬に占める割合がよく

争いになります。

(3) 使用できる任意保険の把握

任意保険の典型は、対人賠償、対物賠償、人身傷害補償及び車両損害補償

の4つです。名称に「対」が付く前二者は相手の損害、付かない後二者は自身

の損害をカバーします。事故の相手方及び自分自身の加入する任意保険会社

に連絡し、使える保険を確認しましょう。

３ 改正民法の影響

民事法定利率は、一律年5％ですが、改正民法施行後は変動性になり年3％

に下がります（改正民404②③）。

被害者にとって、控除される中間利息（一括払いされる賠償金の運用益）

が減る点は有利であり、判決時に支払われる遅延損害金が減る点は不利です。

しかし、中間利息控除の方が賠償額に与える影響は大きいので、全体として

は被害者に有利といえるでしょう。
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第１ 債権の管理に関する法律相談

【31】 貸金と保証

友人から、100万円を貸してほしいと頼まれました。どのような点

に注意して貸すべきでしょうか。また、友人の親に連帯保証をしてほ

しいと思っています。どのような手続をとればよいですか。

相談対応の

ポ イ ン ト

◇「貸金」であることを明確にするため返還を約束さ

せる。

◇書面によらない保証契約は無効ゆえ、契約書を作成

し、書面上で返還約束をさせ、連帯保証人に署名・

押印をもらう。

１ 消費貸借契約の成立

金銭消費貸借契約が成立するためには、①返還約束、②金銭の交付の2点が

必要です（民587）。訴訟においては、①返還約束の有無が問題となることが多

く、相手方から「贈与を受けた」という主張がなされることが度々あります。

相手方の現住所に住民票がない場合、当該住所を相手方の住所地として訴

訟を提起しようとしても、引っ越し等により不在となっている場合がありま

す。契約書を作成する際には、必ず住民票上の住所地を確認し、現住所と異

なる場合には、現住所と住民票上の住所地（又は本籍）を併記させるべきで

しょう。

消費貸借契約は要物契約ですが、改正民法では、金銭を交付する前であっ

ても、書面を作成することで消費貸借契約を締結することが可能となります

（諾成的消費貸借契約（改正民587の2））。

２ 保証契約の成立

債務者が主たる債務を弁済しない場合に備えて、担保を取っておくことが

有効です。担保には、物的担保と人的担保がありますが、人的担保である保

証人との間で保証契約を締結する場合には、必ず、書面で合意をしなければ
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なりません（民446）。したがって、連帯保証人には金銭消費貸借契約書に署

名・押印してもらうとよいでしょう。

保証人には、「先に主たる債務者に請求せよ」と主張することができる催告

の抗弁（民452）と「先に主たる債務者に執行せよ」と主張することができる検

索の抗弁（民453）がありますが、連帯保証人にはそのいずれもありません（民

454）。保証人より連帯保証人の方が、重い責任を負うことになります。

改正民法では、保証契約を書面ですることに加えて、事業のために負担し

た貸金等債務を保証する場合においては、原則として、保証契約締結前1か月

以内に公正証書により保証債務を履行する意思を表示することが必要になり

ます（改正民465の6）。また、現行民法においては、連帯保証人に対する請求等

は主たる債務者にも効力が及びますが（絶対的効力）、改正民法では主たる債

務者に効力が及ばないこととされています（相対的効力（改正民458））。その

ため、連帯保証人に対する請求等の効力を主たる債務者に及ぼすためには、

別途、当事者間の合意が必要となることに注意が必要です。その他、改正民

法においては、債権者に対し、主たる債務の履行状況に関する情報の提供義

務（改正民458の2）や、主たる債務者が期限の利益を喪失した場合における情

報の提供義務（改正民458の3）が新たに課されています。

３ 利息の定め

金銭を貸し付ける際に利息を定めていれば、貸主は利息を収受することが

できます。業として行うのでない限り、利息を得ても貸金業法の規制は及ば

ないと解されます。利息の上限は、元本の額が10万円未満の場合年20％、10

万円以上100万円未満の場合年18％、100万円以上の場合15％です（利息1）。
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